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第７回 労働安全衛生法に基づく一般
健康診断の検査項目等に関する検討会



• ⻭科に関する健康診断

労働安全衛生規則第48条、第577条の２

• 事業場における労働者の健康保持増進

• ストレス対策

• 調査研究



• 労働安全衛⽣法に基づく⻭科健診について



労働安全衛⽣法に基づく健診制度
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実施時期対象となる労働者健康診断の種類

雇入れの際常時使用する労働者雇入れ時の健康診断（安衛則第43条）

１年以内ごとに１回常時使用する労働者定期健康診断（安衛則第44条）

配置替えの際、
６月以内ごとに１回

労働安全衛生規則第13条第１項第３号に掲げる業務に常
時従事する労働者

特定業務従事者の健康診断
（安衛則第45条）

海外に６ヶ月以上派遣する際、
帰国後国内業務に就かせる際

海外に６ヶ月以上派遣する労働者海外派遣労働者の健康診断
（安衛則第45条の２）

雇入れの際、配置替えの際事業に附属する食堂または炊事場における給食の業務に
従事する労働者

給⾷従業員の検便（安衛則第47条）

対象となる労働者健康診断の種類

・屋内作業場等における有機溶剤業務に常時従事する労働者（有機則第29条）
・鉛業務に常時従事する労働者（鉛則第53条）
・四アルキル鉛等業務に常時従事する労働者（四アルキル鉛則第22条）
・特定化学物質を製造し、又は取り扱う業務に常時従事する労働者及び過去に従事した在籍労働者（一部の物質に係る業務に限
る）（特化則第39条）
・高圧室内業務又は潜水業務に常時従事する労働者（高圧則第38条）
・放射線業務に常時従事する労働者で管理区域に⽴ち⼊る者（電離則第56条）
・除染等業務に常時従事する除染等業務従事者（除染則第20条）
・石綿等の取扱等に伴い石綿の粉じんを発散する場所に於ける業務に常時従事する労働者及び過去に従事したことのある在籍労
働者（石綿則第40条）

特殊健診

・常時粉じん作業に従事する労働者及び従事したことのある管理２⼜は管理３の労働者（じん肺法第３条、第７〜10条）じん肺健診

（⻭科医師による健康診断）
・塩酸、硝酸、硫酸、亜硫酸、弗化⽔素、⻩りんその他⻭またはその⽀持組織に有害な物のガス、蒸気または粉じんを発散する
場所における業務に常時従事する労働者（安衛則第48条）

⻭科医師による健診

・リスクアセスメント対象物を製造し、又は取り扱う事業場において、必要な労働者（安衛則577条の２）
※令和６年４⽉から施⾏

リスクアセスメント対象物
健診

※その他指導勧奨による健康診断

参考
資料
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令和５年12月５日

第１回 労働安全衛生法に基づく一般
健康診断の検査項目等に関する検討会



• ⻭科健康診断を実施する義務のある事業者について、使⽤する労働者の⼈数にかかわらず、安衛則第48条の⻭

科健康診断（定期のものに限る。）を⾏ったときは、遅滞なく、⻭科健康診断結果報告書を所轄労働基準監督署

⻑に提出することとする。

• 加えて、現⾏の定期健康診断結果報告書（安衛則様式第６号）から、⻭科健康診断に係る記載欄を削除するこ

ととし、⻭科健康診断に係る報告書として、「有害な業務に係る⻭科健康診断結果報告書（様式第６号の２）」

を新たに作成する。報告事項は様式第６号により報告を求めていた事項に加え、法定の⻭科健康診断対象労働者

が従事する有害な業務内容を把握するため、様式第６号の２には、様式第６号には記載欄がなかった⻭科健康診

断に係る有害な業務の内容等の記載欄を追加することとする。

• その他所要の改正を⾏う。

１．改正の内容

• 令和４年10月１日

２．施⾏時期

（⻭科医師による健康診断）
第四十八条 事業者は、令第⼆⼗⼆条第三項の業務に常時従事する労働者に対し、その雇⼊れの際、当該業務への配
置替えの際及び当該業務についた後六⽉以内ごとに⼀回、定期に、⻭科医師による健康診断を⾏なわなければならな
い。

（健康診断結果報告）
第五十二条 常時五十人以上の労働者を使用する事業者は、第四十四条又は第四十五条の健康診断（定期のものに限
る。）を⾏つたときは、遅滞なく、定期健康診断結果報告書（様式第六号）を所轄労働基準監督署⻑に提出しなけれ
ばならない。

２ 事業者は、第四⼗⼋条の健康診断（定期のものに限る。）を⾏つたときは、遅滞なく、有害な業務に係る⻭科健
康診断結果報告書（様式第六号の⼆）を所轄労働基準監督署⻑に提出しなければならない。

３．参照条文（労働安全衛生規則（抄））
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有害な業務に係る歯科健康診断結果の労基署への報告義務を
50人未満の事業場へも拡大（労働安全衛生規則の一部を改正）



有害な業務に係る⻭科健康診断結果報告書（新設）
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各種健康診断結果報告書は、厚⽣労働省のウェブサイトに

掲載しています。

ダウンロードしてご利⽤ください。

https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/

anzeneisei36/18.html

変更点

⻭科健康診断結果の報告書様式が新たに

定められました。

定期健康診断結果の報告様式からは、

⻭科健診の記載欄がなくなります。



歯科健康診断結果報告書の電子申請

 有害な業務に係る歯科健康診断結果報告は、事業場規模にかかわらず全ての事
業者に報告が義務付けられている（令和４年10月１日改正）。

 労働安全衛生法令に基づく帳票作成等を支援するサービスにおいて、令和６年２月
からは、歯科健康診断結果報告書もサービス対象となり、入力支援を受けられるほか、
本サービスから直接e-Gov 電子申請を行うことも可能となった。

 従来通り、e-Govから直接の電子申請することも引き続き可能。

↑こちらからアクセスいただけます
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新しい化学物質管理における健康管理の仕組み

＜〜令和６年３⽉＞

特別規則の対象物質
（有機溶剤、特化物、鉛、四アルキル鉛、石綿）

常時作業に従事する全ての労働者に
健康診断の実施義務

【実施頻度】６月ごと
【検査項目】各規則で定められた項目

（特別規則の対象物質以外は
健康診断の実施義務なし）

＜新しい仕組み（令和６年４⽉〜）＞

リスクアセスメント対象物
ばく露による健康障害リスクが許容できないと
評価された労働者に健康診断の実施義務

【実施頻度】リスクに応じ事業者が判断
【検査項目】医師等が判断

濃度基準値が設定されている物質

濃度基準値を超えてばく露したおそれ
がある労働者に健康診断の実施義務

【実施頻度】速やかに１度
【検査項目】医師等が判断

特別規則の対象物質
（有機溶剤、特化物、鉛、四アルキル鉛、石綿）

常時作業に従事する全ての労働者に
健康診断の実施義務

【実施頻度】６月ごと
【検査項目】各規則で定められた項目

変更なし

新たな
健診制度

（リスクアセスメント対象物以外は健康診断の実施義務なし）
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検査項目の選定方法

＜基本的な留意事項＞

① 特殊健康診断の一次健康診断及び二次健康診断の考え方を参考としつつ、スクリーニング検査として実施
する検査と、確定診断等を目的とした検査との目的の違いを認識し、リスクアセスメント対象物健康診断とし
てはスクリーニングとして必要と考えられる検査項目を実施すること。

② 労働者にとって過度な侵襲となる検査項目や事業者にとって過度な経済的負担となる検査項目は、その検
査の実施の有用性等に鑑み慎重に検討、判断すべきであること。

＜検査項目の選定方法＞

（１）基本的な検査項目
・ 業務歴の調査、作業条件の簡易な調査等によるばく露の評価、自他覚症状の有無の検査等
・ 必要と判断された場合には、標的とする健康影響に関するスクリーニングに係る検査項目

（２）濃度基準値を超えてばく露したおそれがある場合の検査項目

ア 「八時間濃度基準値」を超えてばく露した場合で急性の健康影響が発生している可能性が低いと考え
られる場合
・ 業務歴の調査、作業条件の簡易な調査等によるばく露の評価、自他覚症状の有無の検査等
・ ばく露の程度を評価することを目的に有効であると判断される場合は、生物学的ばく露モニタリング等
・ 長期にわたるばく露があるなど、健康影響の発生が懸念される場合には、急性以外の標的影響（遅発
性健康障害を含む。）のスクリーニングに係る検査項目

イ 「短時間濃度基準値（天井値を含む。）」を超えてばく露した場合
・ 主として急性の影響に関する検査項目を設定
・ ばく露の程度を評価することを目的に有効であると判断される場合は、生物学的ばく露モニタリング等

（３）歯科領域の検査項目
・ 歯科医師による問診及び歯牙・口腔内の視診
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検査項目の選定方法（参考とする有害性情報）

事業者から依頼を受けて産業医、健診機関の医師等が検査項目を設定するときは、濃度基準値の
根拠となった一次文献等における有害性情報、SDSに記載されたGHS分類に基づく有害性区分及
び有害性情報を参照すること。その際、以下のア～オに留意すること。

ア 急性毒性
急性の健康障害に関する検査項目の設定は、皮膚腐食性／刺激性、眼に対する重篤な損傷性／
眼刺激性、呼吸器感作性、皮膚感作性、特定標的臓器毒性（単回ばく露）を参照すること。

イ 生殖細胞変異原性及び誤えん有害性
検査項目の設定が困難であることから、検査の対象から除外すること。

ウ 発がん性
検査項目の設定のためのエビデンスが十分でないがん種については、対象から除外すること。

エ 生殖毒性
職業ばく露による健康影響を確認するためのスクリーニング検査の実施方法が確立していないこ
とから、生殖毒性に係る検査は一般的には推奨されない。生殖毒性に係る検査を実施する場合は、
労働者に対する身体的・心理的負担を考慮して検査方法を選択するとともに、業務とは直接関係
のない個人のプライバシーに留意する必要があることから、労使で十分に話し合うことが重要。

オ 歯科領域

クロルスルホン酸、三臭化ほう素、５，５－ジフェニル－２，４－イミダゾリジンジオン、臭化水素及
び発煙硫酸の５物質を対象とすること。検査項目の設定においては、歯牙及び歯肉を含む支持組
織への影響を考慮すること。
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有害業務における⻭科医師による健康診断の実態を把握し、近年の職場環境の変化に伴う適切な

ばく露防⽌対策を検討するために必要なエビデンスを収集することを⽬標に、以下の課題を実施中。

 労働安全衛⽣法に基づく⻭科医師による健康診断のより適切な実施に資する研究

東京⻭科⼤学 上條英之

研究の成果物として、

「事業所におけるリスクアセスメント対象物⻭科健康診断ガイドブック」を公表

労働安全衛⽣法に基づく⻭科医師による健康診断の

より適切な実施に資する研究（令和４〜６年度厚⽣労働科学研究）
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• 事業場における労働者の健康保持増進について



事業場における労働者の健康保持増進について

労働安全衛生法

第69条 事業者は、労働者に対する健康教育及び健康相談その他労働者の健康の

保持増進を図るため必要な措置を継続的かつ計画的に講ずるよう努めなければな

らない。

第70条の２ 厚生労働大臣は、第六⼗九条第⼀項の事業者が講ずべき健康の保持

増進のための措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公

表するものとする。

事業場における労働者の健康保持増進のための指針
（昭和63年9月1日策定 （最終改正 令和５年３⽉31日））
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事業場における労働者の健康保持増進のための指針
改正 令和５年３⽉ 3 1日 健康保持増進のための指針公示第 1 1号

１趣旨

労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）第 70 条の２第１項の規定に基づき、同法第 69 条第１項の事業場において事業者が講

ずるよう努めるべき労働者の健康の保持増進のための措置（以下「健康保持増進措置」という。）が適切かつ有効に実施されるた

め、当該措置の原則的な実施方法について定めたものである。事業者は、健康保持増進措置の実施に当たっては、本指針に基づき、

事業場内の産業保健スタッフ等に加えて、積極的に労働衛⽣機関、中央労働災害防⽌協会、スポーツクラブ、医療保険者、地域の

医師会や⻭科医師会、地⽅公共団体⼜は産業保健総合⽀援センター等の事業場外資源を活⽤することで、効果的な取組を⾏うもの

とする。また、全ての措置の実施が困難な場合には、可能なものから実施する等、各事業場の実態に即した形で取り組むことが望

ましい。

２健康保持増進対策の基本的考え方

労働者の健康の保持増進のための具体的措置としては、運動指導、メンタルヘルスケア、栄養指導、口腔保健指導、保健指導等

があり、各事業場の実態に即して措置を実施していくことが必要である。

４健康保持増進対策の推進に当たって事業場ごとに定める事項

（ロ）健康指導の実施

労働者の健康状態の把握を踏まえ実施される労働者に対する健康指導については、以下の項目を含むもの又は関係するものとす

る。また、事業者は、希望する労働者に対して個別に健康相談等を⾏うように努めることが必要である。

・労働者の生活状況、希望等が十分に考慮され、運動の種類及び内容が安全に楽しくかつ効果的に実践できるよう配慮された運

動指導

・ストレスに対する気付きへの援助、リラクセーションの指導等のメンタルヘルスケア

・⾷習慣や⾷⾏動の改善に向けた栄養指導

・⻭と⼝の健康づくりに向けた⼝腔保健指導

・勤務形態や⽣活習慣による健康上の問題を解決するために職場⽣活を通して⾏う、睡眠、喫煙、飲酒等に関する健康的な⽣活

に向けた保健指導
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○ 事業場がＴＨＰ指針に基づく健康保持
増進対策に取り組む際の参考となるよう、
積極的に取り組む事業場の事例の収集・
調査を行い、ポイントやノウハウを、
手引きとしてとりまとめたもの。

（厚生労働省ＨＰ）https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000055195_00012.html

＜構成＞

I. ＴＨＰ指針の解説
１．趣旨
２．健康保持増進対策の基本的考え方
３．健康保持増進対策の推進に当たっての基本事項
４．健康保持増進対策の推進に当たって事業場ごとに定める事項
５．健康保持増進対策の推進における留意事項

Ⅱ. ＴＨＰ指針に沿った事業場の取組事例
１．出前教室を活用した労働者の健康づくり
２．事業者のリーダーシップで健康づくりに取り組む風土醸成
３．メンタルヘルス対策からはじめる労働者の健康意識改革
４．スポーツクラブを活用した運動意識の向上
５．高年齢の労働者が健康で働き続けるための体力年齢測定
６．定期的な⻭科健診を通じた⻭と⼝の健康づくり
７．健康保険組合との二人三脚による職場環境改善・喫煙対策

「職場における心とからだの健康づくりのための手引き」
〜事業場における労働者の健康保持増進のための指針〜

15



「職場における心とからだの健康づくりのための手引き」
〜事業場における労働者の健康保持増進のための指針〜

（１）健康保持増進対策の基本的考え方 （手引きⅠの２③）
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「職場における心とからだの健康づくりのための手引き」
〜事業場における労働者の健康保持増進のための指針〜

（２）健康保持増進対策の推進に当たって事業場ごとに定める事項（体制の確立）
（手引きⅠの４（１））

 健康保持増進措置の実施体制や
措置内容は、事業場の実態に応
じて柔軟に決定できる

 実施体制は、
「①事業場内の推進スタッフ」
を基本とし、取組内容に応じて
「②事業場外資源」
を組み合わせて構築

 連携可能な事業場外資源として
-地域の⻭科医師会
- 地方公共団体
等を例示
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「職場における心とからだの健康づくりのための手引き」
〜事業場における労働者の健康保持増進のための指針〜

（３）地域保健と職域保健が連携している事例の紹介（手引きⅠのコラム５より）

• 地域保健と職域保健の連携は、各地域の「地域・職域連携推進協議会」等を通じて
行われている。

• 例えば、宇都宮市の「地域・職域連携推進協議会」では、事業場アンケート調査等を
踏まえ、⻭科等に関する出前教室を実施。
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「職場における心とからだの健康づくりのための手引き」
〜事業場における労働者の健康保持増進のための指針〜

（４） 事業場における取組事例の紹介

●地域の⻭科医師会を通じた
「出前教室」の開催事例

●⻭科健診を年2回実施し、医療保険者（健康保険
組合）と連携して、⻭科健診費⽤の補助を⾏って
いる事例
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職域における⻭科⼝腔保健対策を推進するための調査研究
（令和３〜５年度厚⽣労働科学研究）

令和２年３⽉ 31 ⽇に改正された「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」では⻭

科⼝腔保健についての取組が明確化されたところであるが、この視点において職域における⻭科⼝

腔保健対策がどのように進められているのかなどの実態については十分把握できていないため、職

域における⻭科⼝腔保健対策の実態の把握と課題の解決策の検討を⾏い、さらに職域における⼀次

予防を⽬的とした対策が推進されている事例を収集し、これらの事例を調査分析し、有効性を評価

するとともに、職域における対策を効果的に推進するための導入方法と評価方法について取りまと

めることを目的に、以下の課題を実施。

 職域での⻭科⼝腔保健を推進するための調査研究

東京⻭科⼤学 上條英之

研究の成果物として、

「職場での⻭と⼝の健康づくりを進めている事業場の事例集および⻭と⼝の健康づくり事業を

進めるための評価指標」を公表
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職場の健康診断実施強化月間の実施について

労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号。以下「安衛法」という。）に基づく健康診断の実施、健

康診断結果についての医師の意⾒聴取及びその意⾒を勘案した就業上の措置（以下「事後措置等」と

いう。）の実施について、改めて徹底するため、平成 25年度より全国労働衛⽣週間準備期間である

毎年９⽉を「職場の健康診断実施強化⽉間」（以下「強化⽉間」という。）と位置付け、集中的・重

点的な指導を⾏っている。

１ 事業場に対する指導等について

（４）健康診断以外の産業保健に関する取組の周知・啓発

事業場における産業保健の推進を図るため、重点事項の指導等と併せて、以下の取組について

も周知・啓発を⾏うこと。

イ 「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」（昭和 63 年健康保持増進のための

指針公⽰第１号、令和５年３⽉ 31 日最終改正）に基づく取組の推進

「職場の健康診断実施強化⽉間」の実施について（令和５年８⽉16日基安発0816第１号）
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• ストレスと⻭科⼝腔保健対策について



• 平成26年改正労働安全衛⽣法により創設されたストレスチェック制度は、労働者のストレスの程度の把握のため

の検査の実施及びその結果に基づく医師による面接指導の実施等を内容としている。

• ストレスチェックの実施者は、ストレスチェックを実施し、その結果を踏まえ、⾯接指導の必要性を判断等を⾏

う者であり、医師、保健師、必要な研修を受けた看護師または精神保健福祉士としている。

１．改正の趣旨

• 平成30年８⽉９⽇

３．施⾏時期

（検査の実施者等）
第五十二条の十 法第六⼗六条の⼗第⼀項の厚⽣労働省令で定める者は、次に掲げる者（以下この節において「医師
等」という。）とする。
一 医師
二 保健師
三 検査を⾏うために必要な知識についての研修であつて厚⽣労働⼤⾂が定めるものを修了した⻭科医師、看護師、

精神保健福祉⼠⼜は公認⼼理師

２ 検査を受ける労働者について解雇、昇進⼜は異動に関して直接の権限を持つ監督的地位にある者は、検査の実施
の事務に従事してはならない。

４．参照条文（労働安全衛生規則（抄））

23

ストレスチェックの実施者の追加（労働安全衛生規則の一部を改正）

ストレスチェックの実施者に、必要な研修を修了した⻭科医師、公認⼼理師を追加する。

２．改正の内容



⻑時間労働者、⾼ストレス者の
⾯接指導に関する報告書・意⾒書作成マニュアル（平成2 7年1 1月）（抜粋）
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• ⻭科⼝腔保健に関する調査研究について



⻭科⼝腔保健に関する調査研究について①

労災疾病臨床研究にて、⻭科疾患と関連のある業務や働き⽅を特定し、業務の内容や⻭科⼝腔

保健との関連等の実態を把握するために以下４課題を実施。

• 業務と⻭科疾患関連並びに職場の⻭科保健サービスの効果把握に関する研究

東京⻭科⼤学 上條英之（平成26〜28年度）

• ⻭科⼝腔保健と作業関連疾患との関連に関する実証研究

東京医科⻭科⼤学⼤学院 川口陽子（平成26〜28年度）

• ⻭科疾患・⻭科保健サービス等と就労環境との関わりに関する研究

東京⻭科⼤学 上條英之（平成29〜令和元年度）

• ⻭科⼝腔保健と就労環境との関連に関する研究

東京医科⻭科⼤学⼤学院 川口陽子（平成29〜令和元年度）

⻭科⼝腔保健と作業関連疾患、労働環境に関する研究
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⻭科⼝腔保健に関する調査研究について②

令和２年３⽉ 31 ⽇に改正された「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」では⻭

科⼝腔保健についての取組が明確化されたところであるが、この視点において職域における⻭科⼝

腔保健対策がどのように進められているのかなどの実態については十分把握できていないため、職

域における⻭科⼝腔保健対策の実態の把握と課題の解決策の検討を⾏い、さらに職域における⼀次

予防を⽬的とした対策が推進されている事例を収集し、これらの事例を調査分析し、有効性を評価

するとともに、職域における対策を効果的に推進するための導入方法と評価方法について取りまと

めることを目的に、以下の課題を実施。

• 職域での⻭科⼝腔保健を推進するための調査研究

東京⻭科⼤学 上條英之（令和３〜５年度厚⽣労働科学研究）

職域における⻭科⼝腔保健対策を推進するための調査研究（再掲）

労働安全衛⽣法に基づく⻭科医師による健康診断のより適切な実施に資する研究（再掲）

有害業務における⻭科医師による健康診断の実態を把握し、近年の職場環境の変化に伴う適切な

ばく露防⽌対策を検討するために必要なエビデンスを収集することを⽬標に、以下の課題を実施中。

• 労働安全衛⽣法に基づく⻭科医師による健康診断のより適切な実施に資する研究

東京⻭科⼤学 上條英之（令和４〜６年度厚⽣労働科学研究）
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